
年 月 日

年 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

「子どもへのまなざし運動（市民総参
加子ども育成運動）」の市民の認知度

D

E

40.00％

％ 1.10

％

0.56

２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標）

0.85

45.40
46.50

45.00

0.87

0.90

1９年度（実績） ２０年度（実績）成果指標 単位 1８年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

19年度（実績） 20年度（実績）

26,287

単位

人

21年度（実績） 22年度（実績）

30,176 29,837

平成

平成平成平成平成 年度年度年度年度 施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート１１１１

作成日

29,28729,216

25723

23年度（目標）

子どもたち（小学生7歳から高校生18歳まで）

更新日 平成

23232323

C

最終目標の２６年度の数値目標達成を目指した中間的な数値を設定している。
Ａ．H18年4月：市民意向調査結果　40％
　　目標のH26年度で、｢市民の半数が､地域の行事や活動へ参加している状況｣50％を目標値とした｡
Ｂ．H18年5月の佐賀警察署発表　　1.1％
　　目標のH26年度で、１％を切ることを目標、現状の改善を目指し、Ｈ２２基準値を参考に0.85％と設定し
た。（当初の目標値はＨ２６年度で0.9であったが、Ｈ２１年度で目標値を切ったため中間見直しで新たに数
値を設定した。）
Ｃ．まずは市民の半数に認知されることを目標に50％と設定。運動を「理解している」「ある程度理解してい
る」の合計で50％を目指す。

Ａ．行政管理課が実施する「市民意向調査」により把握する。
　　（祭りや子ども会などの地域の行事や活動に参加しているか）
Ｂ．佐賀警察署.諸富警察署発表のデータ数値を把握する。
Ｃ．市民意向調査

Ａ．家庭が地域行事や活動に参加することにより、他の子どもたちや大人たちとの触れ合う機会が増加す
るとともに、地域の教育力の向上にもつながると考え、指標とした。
Ｂ．事業推進により、家庭・地域・企業の教育力が向上すれば、犯罪触法少年が減少するものと考え、成
果指標とした。
Ｃ．２００８年度から本市の主要な取り組みとして実施しているため追加する。認知拡大に努め、市民意向
調査にて浸透度を測る。

38.0029.50

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

関　係　課　名

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（２６年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

対象指標

A
地域の行事や活動に参加

している家庭の割合

B
犯罪・触法少年数が市内の小学
生から２０歳未満数に占める割合

施策№

4

28

第4章

施　策　名

50.00

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

18年度（実績）

34.00

41.50

1.00

43.60

30,451

32.50

43.60

0.88

子どもたちは、地域社会の行事などに参加し、他の子どもや大人たちと触れ合い、社会の一員として自らを認
識している。

２６年度（目標）

50.00

0.85

２６年度（目標）

27,865子どもたち（小学生7歳から高校生18歳まで）

教育総務課

古田　達朗

青少年課、社会教育課、学校教育課

子どもたちが、地域社会の行事などに参加し、他の子どもたちや大人と触れ合い､社会の一員としての自覚を高める。

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

豊かな心を育み楽しく学習できる社会の実現

家庭・地域・企業の教育力の向上



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

・「まなざし運動」については、あらゆる機会及び広報媒体を利用してＰＲ活動を行い、徐々に認知度が高まっているが、まだまだ市民の末端まで運動
の周知が必要である。22年度は引き続き、まなざしリポーターを使った記事の市報掲載のほか、実践状況の紹介など具体的活動事例の広報に努め
た。参加企業については約600社の参加を得た。
・「市民性をはぐくむ教育」については、２１年度からまなざし運動の一環として位置づけ、言葉もなじみにくいという課題があったことから、「出番・役割・
承認」「社会（地域）の一員として」などのメッセージを添えながら取り組んできた。各校区での取り組みの実践事例集の活用や、教育発表会や校長・公
民館長交流研修会の開催を行った。一連の運動の中で、今後どのように位置づけ、市民へ啓発して行くのか、更なる工夫・検討を要する。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

・達成度：まなざし運動の具体的な取り組みはまだ不十分な部分もあるが、強化して実施しているところで、様々な媒体を使って周知・啓発活動を
行い、参加企業も約６００社となるなど、概ね達成したといえる。
・妥当性：地域社会の一員としての自覚を促すために、家庭だけでなく、学校、地域、企業も積極的に子どもに関わっていくことが必要なので、現
行の体系を維持・継続し、さらに強化した取り組みにして行く。
・経済性：まなざし運動は２２年度で運動３年目となり、これまでどおり活動を推進することはもちろん、安定した活動を維持して行くことも求められ
ている。
・必要性：社会全体の問題として積極的に家庭の教育力の充実を図っていくことが求められているので、必要性は増加している。

必要性（市民・社会ニーズ） ○ 増加している

妥当ではない

一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

一部妥当ではない

・地域の子どもは地域で育てるという意識を高める
・青少年を取り巻く環境の浄化に努める
・子どもたちに、ごみを拾う等、地域社会でのマナーを学ばせる
・子どもたちに異年齢での遊びや体験の機会を与える
・子どもたちの職場体験の機会を提供する

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

○ 概ね達成 達成していない
評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） 達成している

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ○ 妥当な水準である

妥当性（構成事業見直し） ○

・地域の大人が子どもたちに関心を持ち、子どもたちを健やかに育むため、社会全体で支援する仕組みづくりを行う
・家庭や地域、企業がそれぞれの役割を果たせるよう連携を図る

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

核家族化、共働き家庭の増加など社会情勢の変化に伴い、家庭の教育機能の低下が指摘されている傾向がある。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

・子どもに有害な社会環境の浄化→家庭・地域・企業等・学校等の立場から、子どもを取り巻く環境に気を配る。
・子どもたちの通学（登下校）の安全対策→登下校の時間に合わせて外出する（散歩や買い物など）。
・家庭教育機能の向上→「命」のつながりを伝える、基本的生活習慣を身につけさせるなど。
・子育てしやすい環境の整備→授業参観やPTA活動、地域活動のために休暇を取りやすい雰囲気づくりを進めるなど。
・市民性の向上→「市民性をはぐくむ教育」の展開。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

佐賀県内外を問わず、市民運動として「まなざし運動」
や「市民性をはぐくむ教育」のような取り組みは、ほと
んどないと思われる。

子どもを地域社会全体で育む意識の醸成や教育機能
を高めるための支援は行政の役割である。また、「ま
なざし運動」は、市民との協働が重要であるが、市民
の意識を高めるためには、行政のリーダーシップが必
要。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

「子どもへのまなざし運動」の周知啓発や企業への参
加促進等を行い、参加企業が約６００社となった。企
業や地域での取り組みも徐々に見られるようになり、
この運動に対する住民の関心が高まってきたことを感
じている。



●次年度方向性の考え方

事　務　事　業　の　コ　ス　ト

・市民総参加青少年健全育成運動推進事業
・市民性をはぐくむ教育推進事業

･小･中学生、親子向け短期講座
･佐賀市成人式
・少年補導巡回事業
･少年不良化防止啓発事業
･社会教育助成補助事業（社会教育課）
・社会教育助成補助事業（青少年課）
・山村留学助成事業
･青少年センター管理運営

･地域子ども教室推進事業
・子どもふれあい体験キャンプ
･生活体験通学合宿の実施
･発明クラブ運営事業
・海と山の体験交流事業
・家庭教育講座開催事業
・博愛精神育成事業

減少 維持 増加

･小･中学生、親子向け短期講座

事務事業の成果向上余地

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

事
務
事
業
の
成
果

向上

小

維持

減少 ･佐賀市中学生交流事業

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

・市民総参加子ども育成運動経費
・市民性をはぐくむ教育推進事業

 

･地域子ども教室推進事業
・子どもふれあい体験キャンプ
･発明クラブ運営事業
・少年補導巡回事業
・海と山の体験交流事業
・家庭教育講座開催事業
・佐賀市中学生交流事業
・博愛精神育成事業

･社会教育助成補助事業（社会教育課）
・社会教育助成補助事業（青少年課）
･少年不良化防止啓発事業

･生活体験型通学合宿の実施
･佐賀市成人式

　家庭や地域の教育力の低下は、核家族化、少子化、社会における人間関係の希薄化など多様な事象が複合的に絡み合って
いることが原因と言われており、 今はその二極化が危惧されている。今後、「まなざし運動」を理念だけでなく、具体的活動とし
て広げて行くために、学校、家庭、地域、企業等のそれぞれの場への指導・助言・支援を行っていく。また、まなざし運動の理念
をさらに強化していくために、学校、家庭、地域社会、企業、行政が連携した市民運動を推進することにより、青少年の健全育成
にも取り組む必要がある。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

・「まなざし運動」の市民への周知活動の１つとして、テーマソングの活用やイベント等において周知啓発活動を行うことで、引き続き市民
への認知度を高める。また今後は具体的な取り組みを重点的に推進するため、それぞれの場で実際に取り組まれている活動を広く紹介
し、取り組みの輪を広げて行くための施策を展開する。そのために、まなざしリポーターや市報・ホームページも積極的に利用していく。２２
年度は、まず「あいさつ運動」を重点的に進めていく。
・「市民性をはぐくむ教育」については、各地域で実践が出てきていることから、各地域での実践の後押しとなるよう地域内の各団体が連
携・協力しながら子育てをしていく体制づくりに取り組むモデル地域への委託支援を行う（地域元気アップ事業）。地域の各団体が横の連
携の中で子どもをはぐくむ体制をつくって言う気運醸成と課題認識を目的として公民館職員、学校職員、各種団体を対象とした「市民性を
はぐくむ教育研修会」を開催する。

大 中 小

･青少年センター管理運営
・山村留学助成事業

大

中



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）

（28点満点） ・実績水準総合評価（28点満点） 18.07

・18年度評価 18.31 ・重要度総合評価（14点満点） 10.75

・今後のコスト水準（10点満点） 6.11

・19年度評価 18.38 ・市の裁量余地の大小（10点満点） 7.79

・20年度評価 18.01 ※経営戦略会議調整

   なし（採点結果どおり）

・21年度評価 18.39

参考：H23方針

・22年度評価 17.93 成果維持・コスト維持

平成２０年度実績

18

　■平成２４年度方針

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/　 佐賀市人口　）

項　　目

768

542

53,353

127,912

効率性指標

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

110,798

155,834

191

109,417

146,676

158

平成２１年度実績

181,265

225

平成２２年度実績

18

45,036

18

37,259

464

622

470

661

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策
の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/  佐賀市人口　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　佐賀市人口　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


